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「次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画」
計画期間短縮について

２０２２年１１月２日

２０２１年４月９日に公表いたしました「次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画」につ

いて、よりスピード感をもった達成を実現するため、計画期間を短縮いたします。

【計画期間】

２０２１年 ４月 １日 から ２０２５年 ３月 ３１日 までの４年間

⇒ ２０２１年 ４月 １日 から ２０２３年 ３月 ３１日 までの２年間 に短縮

【計画内容（変更なし）】

目標 １ 女性の就業継続と活躍促進に向けた職場環境の構築

対 策
・女性活躍（両立支援、キャリア支援）のための施策・制度の見直しを図る
・制度の周知活動を強化する

目標 ２ 男性の育児休暇の取得の促進

対 策
・社内全体へ制度の周知活動を実施し、男性の育児休業取得率を
１００％にする
・男性でも育児休業取得が当たり前の風土醸成を図る

目標 ３ 所定外労働の削減

対 策
・有給休暇取得を促進し、有給休暇取得率を８０％に近づける
・柔軟な働き方に対する環境整備、施策を検討する

本件に関するお問い合わせ｜大東建託リーシング株式会社 人事課 飯田・柿添 / ＴＥＬ｜０３-６７１８-9269

https://www.kentaku-leasing.co.jp/cms/wp-content/uploads/2021/04/d47ff88e1ae0bfbc78d55e080358fc12.pdf

